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１．計画の概要 
１-１．計画の目的 

福津市地域公共交通網形成計画（以下、「本計画」という）は、地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律（平成１９年法律第５９号、以下「法」という。）に基づき、本市のまちづくりと一体となり、

将来にわたって市民生活を支える利便性の高い公共交通体系の構築に向けた取り組みを検討し、福津

市における地域公共交通のマスタープランを策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-２．地域公共交通網形成計画の位置付け 

本計画は、福津市における施策の方向性を示す「まちづくり基本構想」（令和元年９月）を上位計画

とし、その他の関連計画を踏まえ策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

関連計画 

連携 

交通政策基本法（平成 25 年 12 月施行） 

日常生活等の必要不可欠
な交通手段の確保等 

まちづくりの観点からの
交通施策の促進 

関係者相互間の連携と 
共働の促進 

地域公共交通活性化・再生法の一部改正（平成 26 年 11 月施行） 

まちづくり、観光振興
等の地域戦略との 
一体性の確保 

地域社会全体を見渡し
た総合的な公共交通網

の形成 

地域特性に応じた 
多様な交通サービス 

の組合せ 

住民の協力を含む 
関係者の連携 

福津市地域公共交通網

形成計画 

■市街地部と縁辺部との地域間格差の是正を目的に、各地域のニーズに合った公共交通網を形成 

■高齢化・過疎化の進行が懸念される中、世代間格差をフォローアップするとともに効率的で持続

可能な公共交通網を形成 

■これらを踏まえ、生活利便性の向上を目指した交通サービスの維持・向上を図る施策を展開 

 

⇒ 各地域の課題に対応し、現況及び将来を見据えた「地域公共交通マスタープラン」の 

策定が必要 

■福津市まちづくり計画「まちづくり基本構想」(令和元年 9 月/

福津市) 

■第２期福津市まち・ひと・しごと創生総合戦略(令和２年１２月/

福津市) 

■第２次福津市都市計画マスタープラン(令和４年１０月改訂/福

津市) 

■福津市郷づくり基本構想(平成 30 年 3 月/福津市) 

■福津市公共施設等総合管理計画(令和５年３月改訂/福津市) 

■第３期福津市地域福祉計画・第２期福津市地域福祉活動計画(令

和４年３月/福津市・社会福祉法人福津市社会福祉協議会) 
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１-３．計画の対象区域と計画期間 

（１）計画の区域 

本計画は、福岡県福津市全域を対象とします。 

なお、必要に応じて隣接する市町との連携を図ります。 

 

（２）計画期間 

本計画の期間は、策定時から令和７年９月までとします。 

なお、期間内においても必要に応じて計画の見直し、修正を行います。 

 

 

１-４．計画の枠組み 

本計画は、以下の７つの項目で構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の移動実態とニーズ 

各種調査で把握した公共交通に対す
る市民の意向を地域別に整理していま
す。 

将来のまちづくりの方向性と   

公共交通のかかわり 

上位･関連計画から公共交通の位置
付け・方向性を確認し、役割を整理し
ています。 

福津市の地域及び公共交通の現状 

本市における地域特性や市民の移動特性、公共交通の状況などを
整理しています。 

▲福津市地域公共交通網形成計画の枠組み 

計画目標と目標達成のための取り組み 

計画の目標と目標を達成するための施策、その施策の実施期間・
実施主体を示し、目標の達成状況を評価する数値指標を定めていま
す。 

公共交通の基本方針・あり方 

福津市の目指す将来像と公共交通の果たすべき役割を示し、公共
交通の課題を踏まえて、公共交通の基本方針・あり方を定めていま
す。 

計画達成状況の評価 

計画を推進していくための各主体の役割を示しています。また、計
画達成の評価の考え方や評価の検証方法について示しています。 

福津市における公共交通の問題点・課題 

本市の公共交通の問題点・課題を整理しています。 
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２．公共交通に係る課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●公共交通の現況●● 

（1）公共交通網 

1）鉄道駅と鉄道利用者数の推移 

・ＪＲ鹿児島本線により福岡市・北九州市や周辺都市との連絡性を確保 

・駅別利用者数は、福間駅はＨ24 以降増加、東福間駅はほぼ横ばい 

2）バス路線網とバス利用者数の推移 

・市内では西鉄バス・ＪＲ九州バス・コミュニティバス(ふくつミニバス)が運行 

・バス利用者数は、全体的に減少傾向 

3）路線別バス利用者数の状況 

①西鉄バス（津屋崎・鐘崎線、赤間線） 

・津屋崎・鐘崎線は、宮地嶽神社前バス停から大和町バス停までの利用者数が最も多い 

・福津市内での赤間線は、1,500 人以上が利用 

②ＪＲ九州バス 

・イオン循環線の利用が多い 

・福間線の利用者減少により令和元年 9 月 30 日をもって廃止 

③コミュニティバス（ふくつミニバス） 

・上西郷線、東福間・若木台線（午前）は病院通院利用が多い 

・東福間・若木台線（午後）は買物利用が多い 

・勝浦線は通勤通学利用が多い 

・各路線において利用者が少ない、または利用のないバス停があり、特に郊外部で顕著 

④夕陽館送迎バス（※平成31年 3月廃止） 

・福間Ａコース(東福間～JR 福間駅方面)の利用が多く、JR 福間駅・東福間駅での乗降が目立つ 

（2）公共交通の利用圏域 

・公共交通全体の人口カバー率は約 92％、個別では西鉄バスが約 37％、ＪＲ九州バスが約

14％に対して、コミュニティバス（ふくつミニバス）は、人口の約 84％をカバー 

 

（2）都市施設の立地状況 

※病院・診療所、老人福祉施設、商業施設を対象 

・病院・診療所、老人福祉施設は、市街地部（用

途地域内）での立地が多く、勝浦・津屋崎・上西

郷地域などの一部縁辺部（用途地域外）にも立

地 

・スーパー等の商業施設は、福間・福間南・宮司地

域の市街地部(用途地域内)に集中して立地 

（3）周辺市町との結びつき（通勤・通学） 

・周辺市町では宗像市・古賀市・新宮町、 

 広域的には福岡市・北九州市との繋がりが強い 

（4）経済特性 

・商業販売額・商店数・従業員数は減少傾向であっ

たものの、平成 24 年以降は増加に転換 

 （イオンモール福津Ｈ24.4開業によるものと推測） 

（5）自動車・運転免許の保有状況 

・自動車保有台数・運転免許保有者数は増加傾向 

・65 歳以上の運転免許保有者数も増加している 

一方で免許返納件数も増加 

（6）財政状況 

・福祉・医療費は年々増加傾向、一方社会インフラ

整備・管理に係る土木費等の投資的費用は近年

減少傾向 

◆◆上位・関連計画によるまちづくりの方向性◆◆ 

・拠点と公共交通軸による集約型の都市づくり 

・中心拠点：ＪＲ福間駅周辺地区 

・地域拠点：津屋崎地区、ＪＲ東福間駅周辺地区 

・公共バス路線の再編（地域交通体系の整備） 

⇒市内各地を結ぶ公共交通網の強化 

・市内交通体系の再構築 

⇒公共交通機関相互の連携や持続可能な地域公共交通網の形成 

⇒公共交通網の充実として、観光貸切りタクシー等の新サービスの提供

検討 

・「福津市地域公共交通網形成計画」の策定及びミニバス路線の見直し 

・観光スポット及び観光交流ゾーンを繋ぐ交通アクセスの確保 

■■公共交通に係る課題■■ 

課題①：高齢化に対応した持続可能な公共交通の確保・維持 

⇒ 中心市街地や住宅団地への人口集中と、郊外の住宅団地・縁

辺部の集落における過疎化や高齢化への対応 

⇒ 高齢単身世帯及び高齢夫婦世帯の増加に対応したまちづくり 

⇒ 特に、高齢者の日常生活を支える交通サービスの確保が急務 
 

課題②：地域単位での住民ニーズや利用目的に応じた 

公共交通ネットワークの構築 

⇒ 郊外部におけるバス等の公共交通に対する利便性と満足度の低

さへの対応 

⇒ 地域間格差の是正を支える交通サービスの充実 

⇒ 需要に応じたバス運行サービスの確保・維持 

⇒ 公共交通空白地域の解消 

⇒ 身近な生活利便施設へのアクセス性の向上 

⇒ 市民の利用者の多い市外主要施設への交通サービスの充実 

⇒ ミニバスに対して「運賃が上がっても充実させたほうが良い」「乗り換

えても時間短縮をしたほうが良い」という意見への対応 
 

課題③：公共交通機関相互の連携による利便性向上 

⇒ 周辺都市との連携（交流人口の拡大）と本市における都市機

能の強化（居住環境の改善） 

⇒ 中心市街地や大型商業施設等へのアクセス性の改善による生活

利便性の維持・向上 

⇒ 基幹的役割の鉄道及び民間バス路線の維持 

⇒ 鉄道・民間バス路線とコミュニティバスとの相互連携による利便性

の向上 

⇒ 民間路線バスの撤退による代替路線の確保 
 

課題④：まちづくりと公共交通の連携による将来像の実現 

⇒ 3 拠点と公共交通軸を基軸としたまちづくりの展開 

⇒ 市内交通体系の再構築（バスネットワークの再編） 

⇒ 持続可能な公共交通ネットワークの形成 

⇒ 公共交通に対する利用促進策の展開 

⇒ 観光交流に配慮したアクセス交通の確保 

⇒ 定住意向の維持・増加に向けたまちづくりの支援 
 

課題⑤：各主体（市民（地域）・企業・交通事業者・ 

行政）における役割の明確化と一体的な取り組み 

⇒ 公共交通施策の実践に向けた体制と仕組みの構築 

⇒ 各主体共働によるタクシー等を活用した新たな交通サービスの検

討 

⇒ 限られた予算枠の中での効率的な施策の展開 

⇒ 交通サービスの確保に向けた近隣自治体との連携 

◆◆公共交通に対する住民ニーズ◆◆ 

(１)日常の生活利便性に対する満足度（買物、通院、通勤・通学） 

・福間南地域・福間地域での満足度は高い傾向にあるものの、その他地

域は満足度が低く、特に勝浦地域の低さが顕著 

・世代間の差異が顕著であり、39 歳以下は比較的満足度が高く、60

歳以上は満足度が低い傾向 

(２)買物に関する移動先・周辺環境（買物をする場所） 

・移動先については、福間地域・福間南地域での「当地域内」との回答

が多く、その他地域は「福津市内の他地域」との回答が多い 

・特に、勝浦地域・上西郷地域では、「当地域内」との回答が 59 歳以

下で見られないが、60 歳以上で見られる 

・買い物の周辺環境としては、勝浦地域・神興地域・神興東地域・上西

郷地域・津屋崎地域での困難との回答が多い 

(３)日常の利用施設 

・利用している・利用したい施設は、主に市街地部の JR 福間駅・東福間

駅やその周辺の主要施設、総合病院、ふくとぴあ、福津市役所、イオン

モール等に集中 

(４)バスなどの交通の利便性 

・勝浦地域・上西郷地域・津屋崎地域での「困っている」との回答が多

く、60 歳以上よりも 59 歳以下の回答が多い傾向 

(５)ふくつミニバスの利用状況・今後の利用予定・要望 

・利用率は勝浦地域（約 41％）・上西郷地域（約 35％）・神興東

地域（約 32％）が高く、その他地域は約 20％程度 

・世代別では、各地域とも概ね60歳以上の高齢になるとともに利用率が

高くなる傾向 

・今後の利用予定では、勝浦地域で「利用したい」との意見（約 4 割）

が高く、その他地域では「利便性がよくなれば利用したい」との条件付き

が約 4～5 割 

・要望としては、「運賃が少し高くなっても、もっと充実させたほうが良い」

「乗り換えがあっても、目的地までの時間短縮をしたほうが良い」が高い 

(６)定住意向 

・約 8 割が住み続けたいとの意向 

●●地域現況●● 

（1）人口・世帯数 
1）人口の推移 
・大規模団地開発や近年の土地区画整理事業等

により人口は増加傾向 
・65 歳以上の高齢者は人口・割合ともに増加 
2）年齢階層別人口 
・市街地部は年少人口・生産年齢人口・高齢人口

ともに多い 
・高齢化率は、勝浦地域・神興地域・上西郷地域

が特に高い 
3）世帯数の推移 
・世帯数は増加、一方一世帯当たり人員は減少 
・高齢夫婦世帯・高齢単身世帯は増加傾向 
4）人口の推移（将来展望人口） 
・平成 22 年以降増加が続くものの、生産年齢人

口・年少人口が令和 12 年以降減少 
・老年人口は、令和 17 年に減少するものの、 令

和 22 年には再び増加 
5）人口の分布 
・鉄道及びバス路線沿線に人口が分布、特にＪＲ

鹿児島本線沿線及び国道 495 号沿い福間・宮
司地域と津屋崎地域南部で居住人口が多い 

・高齢者分布は、光陽台・東福間・若木台等の団
地に高い水準 

・年少者の分布はＪＲ鹿児島本線沿線地域及び
国道 495 号・県道 502 号沿いの福間・宮司地
域と津屋崎地域南部が多い 
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３．公共交通の基本方針 

３-１．福津市の交通将来像 

福津市における交通将来像は、「第 2 次福津市都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月）」に掲げら

れている将来都市像の実現に向けて、下記のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福津市の交通将来像の方向性 

 

 

 

 

 

 

  

・鉄道及び路線バスを公共交通の基軸として、コミュニティバスやタクシー等の交通機関相互の連携 

・市民の生活行動やニーズに対応した利用しやすい公共交通ネットワークの形成 

・公共交通を将来にわたって維持する（持続可能な交通体系の構築） 

・市民・行政・交通事業者の連携による一体的な取り組み 

・郷づくりの地域を考慮し、各地域の住民生活に必要な公共交通を育む 

▲将来都市構造 

資料：第 2次福津市都市計画マスタープラン 

（平成 30年 3月） 

≪将来都市像（めざすまちの姿）≫ 

「歴史と未来」「自然と賑わい」「定住と交流」それぞれを大切にするまち 
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３-２．公共交通の基本方針 

公共交通に係る課題の解決に向けて、福津市の公共交通における基本方針を下記のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福津市における地域公共交通の維持及び活性化に向けた基本方針 

交通将来像の実現に向けて 

 

 

 

 

 

基本方針①：市内各地域の課題やニーズに対応し、地域間格差の是正を

促す公共交通サービスの充実 

基本方針②：3 つの拠点へのアクセス性向上による市全体の活性化 

基本方針③：観光資源との連携による交流人口の拡大 

基本方針④：公共交通機関相互の連携による公共交通ネットワーク 

の機能強化 

基本方針⑤：多様な主体の連携による持続可能な体制や仕組みの構築 

課題①：高齢化に対応した持続可能な公共交通の確保・維持 

課題②：地域単位での住民ニーズや利用目的に応じた公共交通ネットワークの構築 

基本方針①：市内各地域の課題やニーズに対応し、地域間格差の是正を促す 

公共交通サービスの充実 

利用しやすいルートや運行ダイヤにするとともに、ニーズに応じた目的地や公共交通

機関の運行状況等の情報提供の充実を図る必要があります。 

特に、高齢者や本市縁辺部(用途地域外)の居住者が、安全で快適に利用しやすい交通

環境を創出する必要があります。 
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課題④：まちづくりと公共交通の連携による将来像の実現 

課題②：地域単位での住民ニーズや利用目的に応じた公共交通ネットワークの構築 

課題①：高齢化に対応した持続可能な公共交通の確保・維持 

課題④：まちづくりと公共交通の連携による将来像の実現 

課題③：公共交通機関相互の連携による利便性の向上 

課題⑤：各主体（市民（地域）・企業・交通事業者・行政）における役割の明確化と一

体的な取り組み 

基本方針②：3 つの拠点へのアクセス性向上による市全体の活性化 

中心拠点(福間駅周辺)と地域拠点(津屋崎地区・東福間駅周辺)における行政、医療、

福祉、商業等の機能向上を下支えし、拠点へのアクセス性を高める公共交通ネットワー

クを形成する必要があります。 

基本方針③：観光資源との連携による交流人口の拡大 

市内各地に分布する観光スポット及び観光ゾーンへの連絡や連携を向上させること

で、市内外からの交流人口の拡大を図り、地域の活性化を支える必要があります。 

基本方針④：公共交通機関相互の連携による公共交通ネットワークの機能強化 

コミュニティバスのみにとどまらず、鉄道や路線バス、タクシー等の交通機関に求

められる役割を明確にするとともに、それぞれの交通機関の利点を活かしたサービス

を提供することが求められます。 

さらに、各主体や交通機関相互が連携することで、無駄や非効率な運行などを回避し、

利用しやすい交通体系を維持していくことが必要です。 
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課題⑤：各主体（市民（地域）・企業・交通事業者・行政）における役割の明確化と    

一体的な取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※※※ 各主体の役割と連携 ※※※ 

連携・共働 

市 民 

地域･ｺﾐｭﾆﾃｨ 
（関係団体等） 

行 政 
（福津市、国・県等） 

交通事業者 
（鉄道、バス、タクシー） 

基本方針⑤：多様な主体の連携による持続可能な体制や仕組みの構築 

地域交通政策の推進に行政が牽引的な役割を果たす中で、交通事業者の自主路線を

含む形で策定された地域公共交通計画を具現化するためには、関係者が計画理念を共

有し、協議会等において計画の実効性を担保するとともに、多様な関係者による協議

を通じて、相互の信頼関係が構築されていることが重要です。 

さらに、計画策定段階から行政と交通事業者が意思の疎通を図るとともに、市民を

含む関係者が地域公共交通を支えるために総力をあげて取り組むことが求められま

す。 

すなわち、委託者・受託者、行政主導・事業者主導といった考え方や、事業者（自主）

路線・補助路線・委託路線といった従来の枠組みから脱却し、対等の立場で地域公共交

通の活性化・維持に向けて取り組むパートナーシップに基づく持続可能な公共交通維持

の仕組みを構築することが重要です。 
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３-３．公共交通ネットワークのあり方 

（１）公共交通ネットワークのあり方 

福津市の地域課題に対応し、将来都市構造の実現に向けた公共交通ネットワークのあり方を以下

に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

≪公共交通軸・エリアの設定≫ 

交通機関の役割や拠点の階層イメージを踏まえ、将来の都市構造の骨格を形成する公共交通

軸・エリアを以下のとおりに設定します。 

1）鉄道（JR鹿児島本線） 

福津市は、JR鹿児島本線が東西に走り中心拠点や地域拠点を経由する形となっており、周辺市

及び広域的な都市間の連携が図られています。鉄道は永続性が高く、需要増への柔軟な対応や都

市間連携を可能とする軸であることから、幹線軸に位置づけます。 

2）路線バス（西鉄バス） 

既存の民間路線バスは、本市の中心拠点と地域拠点を結ぶとともに、広域的な都市間連携を図

るよう本市の各拠点と周辺市を結ぶ路線を幹線軸に位置づけます。 

3）コミュニティバス（ふくつミニバス） 

コミュニティバスは、鉄道や路線バスでカバーできない公共交通の空白地域における移動や高

齢者等の生活行動を支えることから、各拠点を起終点とし、幹線軸を補完する役割を担う路線と

する支線軸に位置付けます。 

また、コミュニティバスの利点であるルートや頻度等の計画の柔軟性を活かし、利用者のニー

ズや行動目的、観光資源との連携等に対応した幹線的な機能やサービスを担う新たな路線の導入

を進めます。 

4）タクシー 等 

需要が少なく利用者の高齢化や居住密度が低い本市縁辺部の地域については、すべての利用者

のニーズに対して定時定路線で運行することには、限界があります。 

そのような地域を地域連携エリアと位置づけ、タクシーを活用し居住地と拠点や幹線軸・支線

軸を結ぶ交通サービスの導入を検討します。 

福津市における公共交通ネットワークのあり方 

①幹線軸として機能する鉄道や路線バスについて、その機能を維持します。 

②支線軸であるコミュニティバスは、市民の生活行動や利用実態を踏まえ、中心拠点のＪＲ福間駅

周辺や地域拠点を核として、観光交流スポット等との連携を見据えたバスネットワークを見直

し・再編します。併せて、市民の利用が多い市外の総合病院などの施設への路線や、民間路線バ

スが撤退した代替の路線などについて、近隣自治体との連携による運行を検討します。 

③さらに、幹線軸を補完し高いサービス水準を有することで、幹線的な機能やサービスを担う新た

なコミュニティバス路線の導入を進めます。 

④その他の需要の少ない縁辺地域は、地域連携エリアと位置づけ、バスネットワークを補完しつつ、

柔軟に対応可能なタクシー等を活用した交通サービスの導入を検討します。 

⑤利用状況に応じて、地域公共交通ネットワークを改善できる仕組みや体制も併せて構築します。 
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幹線軸（鉄道、路線バス） 

準幹線軸（コミュニティバス） 

支線軸（コミュニティバス） 

地域連携エリア（タクシー） 

近隣自治体との連携検討路線 

幹線補助対象路線 

（津屋崎～鐘崎線） 

公共交通の基本方針図 

▲公共交通の基本方針図 
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（２）公共交通の機能分類とサービス確保 

福津市における公共交通の機能分類とサービス確保の考え方について、以下に整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼公共交通の機能分類とサービス確保の考え方（1/2） 

機能分類 路線機能 サービス確保の考え方 運行主体 
該当する 

現行路線 

幹
線
軸 

鉄
道 

通勤・通学や買物

、通院等、様々な

利用目的に対処し

、福津市と周辺市

町とを連絡する都

市間交通軸として

機能します。 

・周辺市の都市間を連絡する交通需

要に応じたサービスを確保しま

す。 

・鉄道と路線バスの一体となった公

共交通による幹線軸を形成すると

ともに、中心拠点や地域拠点を結

び、潜在需要の喚起を図るための

サービスを確保します。 

・通勤・通学及び帰宅時間帯でのサ

ービスを確保します。 

・鉄道との乗り継ぎ利便性の確保に

留意したダイヤを設定します。 

・自治体や事業者の運営努力だけで

は維持が難しい路線は、地域公共

交通確保維持事業を活用し、運行

を確保・維持します。 

交通事業者 
(JR九州) 

JR 鹿児島本線 

路
線
バ
ス 

通勤・通学や買物

、通院に加え観光

等、様々な利用目

的に対処し、福津

市と周辺市町とを

連絡する都市間交

通軸として、鉄道

と一体となって福

津市の公共交通の

骨格を形成します

。 

交通事業者 
(西鉄バス) 

路線バス 
（都市間、 
中心拠点・ 
地域拠点間） 

準
幹
線
軸 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス 

中心拠点と地域拠

点を連絡し、幹線

軸を補完しつつ、

幹線的な機能とサ

ービスを担う新た

な路線を導入しま

す。 

・中心拠点と地域拠点を結ぶルート

とします。 

・また、幹線軸である路線バスを補

完し、幹線的な機能や高いサービ

ス水準を確保します。 

・幹線軸である路線バスや支線軸で

あるコミュニティバスとの重複の

回避に留意したルートを設定しま

す。 

・中心拠点・地域拠点において、幹

線軸である路線バスや支線軸であ

るコミュニティバスとの乗り継ぎ

利便性の確保に留意したダイヤを

設定します。 

行政、 
交通事業者 

コミュニティ 
バス 
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▼公共交通の機能分類とサービス確保の考え方（2/2） 

機能分類 路線機能 サービス確保の考え方 運行主体 
該当する 

現行路線 

支
線
軸 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス 

各拠点（中心拠

点・地域拠点）を

起終点とするこ

とを基本に、近接

する住宅地・集落

を結ぶ路線とし

て機能します。 

・住宅地や集落と、それらに近接する

各拠点を結ぶルートとします。 

・また、各拠点での商業施設・医療施

設・公共施設等へのアクセス利便性

の確保に留意したルート及びダイ

ヤを設定します。 

・幹線軸である路線バスや準幹線軸

であるコミュニティバスとの重複

の回避に留意したルートを設定し

ます。 

・各拠点において、幹線軸である路線

バスや準幹線軸であるコミュニテ

ィバスとの乗り継ぎ利便性の確保

に留意したダイヤを設定します。 

・地域ごと、年代ごと等の利用特性

に応じて適切なサービスを確保し

ます。 

※市民の利用が多い市外の総合病院

などの施設への路線や、民間路線バ

スが撤退した代替の路線などにつ

いて、近隣自治体との連携による運

行を検討します。 

行政、 
交通事業者 

コミュニティ 
バス 

地
域
連
携
エ
リ
ア 

タ
ク
シ
ー 

等 

地域連携エリア

では、鉄道や路線

バス、コミュニテ

ィバスとの空間

的及び時間的な

補完関係を構築

するよう、タクシ

ー等を活用した

新たな交通サー

ビスを導入しま

す。 

・本市の縁辺地域の公共交通空白地域

を対象に地域連携エリアと位置づ

け、タクシー等を活用した適正なサ

ービスを確保します。 

・地域連携エリアの居住地と各拠点を

結ぶほか、路線バスやコミュニティ

バスとを結び、乗り継ぎぎを考慮し

た移動ニーズに対応するサービス

を確保します。 

・タクシー等の活用により、個別の移

動ニーズに幅広く柔軟に対応でき

るサービスを確保します。 

交通事業者 
（タクシー
事業者） 

タクシー 等 

 



 

12 

 

 

（３）乗り継ぎ環境の確保・改善 

公共交通ネットワークの形成における乗り継ぎ拠点のあり方や幹線路線・準幹線路線・支線路線による

乗り継ぎ環境を確保・改善する場合の留意点を以下に整理します。 

 

▼乗り継ぎ環境の確保・改善の考え方 

視 点 内  容 

乗り継ぎへの配慮 

・遅延時におけるバス待ちルールを設定する等、バス路線相互の乗

り継ぎが円滑に行えるように配慮します。 

・主要な乗り継ぎ拠点においては、可能な範囲でパーク＆（バス）

ライド、サイクル＆（バス）ライド等の施設を活用し、多様な交

通手段（鉄道、自家用車、タクシー、自転車など）との乗り継ぎ

が行えるように配慮します。 

乗り継ぎ案内・ 

情報提供 

・乗り継いで行くことができる施設・目的地や、乗り継ぐ先の路線

の情報が、事前に確認できるなど、利用者へ正確な情報を提供で

きるように留意します。 

乗り継ぎへの抵抗を

軽減 

・運行本数の多い路線から運行本数の少ない路線への乗り継ぎの

際、極力短い時間で乗り継ぎが可能となるようにダイヤ設定に

留意します。 

・目的地までの乗り継ぎ回数を極力少なくすることに留意します。 

・主要な乗り継ぎ箇所において、乗り継ぎ待ちの際に雨風を避け

休憩できるようなベンチや上屋の整備を検討します。 

・乗り継ぎにより、運賃（利用料金）負担が過度に増大しないよ

う留意します。 
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2.公共交通の利用促進に係る施策 

基本方針①：市内各地域の課題やニーズに対応

し、地域間格差の是正を促す公共交

通サービスの充実 

基本方針④：公共交通機関相互の連携による 

公共交通ネットワークの機能強化 

■■公共交通に係る課題■■ 

 

課題①：高齢化に対応した持続可能な 

公共交通の確保・維持 

課題②：地域単位での住民ニーズや利用

目的に応じた公共交通ネットワ

ークの構築 

課題③：公共交通機関相互の連携による

利便性の向上 

課題④：まちづくりと公共交通の連携に

よる将来像の実現 

課題⑤：各主体（市民（地域）・企業・交

通事業者・行政）における役割の

明確化と一体的な取り組み 

福津市における公共交通の基本方針 計画目標・目標達成に向けた施策 

基本方針②：3 つの拠点へのアクセス性向上によ

る市全体の活性化 

４．計画の目標と目標達成のための取り組み 

４-１．計画目標の設定 

福津市における交通将来像の実現に向けて、公共交通の抱える課題を解決させる公共交通のあり方や基本方針に基づいた公共交通施策を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福津市における公共交通ネットワークのあり方 

①幹線軸として機能する鉄道や路線バスについて、その機能を維持します。 

②支線軸であるコミュニティバスは、市民の生活行動や利用実態を踏まえ、中心拠点のＪＲ福間駅周辺や地域拠点
を核として、観光交流スポット等との連携を見据えたバスネットワークを見直し・再編します。併せて、市民の
利用が多い市外の総合病院などの施設への路線や、民間路線バスが撤退した代替の路線などについて、近隣自治
体との連携による運行を検討します。 

③さらに、幹線軸を補完し高いサービス水準を有することで、幹線的な機能やサービスを担う新たなコミュニティ
バス路線の導入を進めます。 

④その他の需要の少ない縁辺地域は、地域連携エリアと位置づけ、バスネットワークを補完しつつ、柔軟に対応  
可能なタクシー等を活用した交通サービスの導入を検討します。 

⑤利用状況に応じて、地域公共交通ネットワークを改善できる仕組みや体制も併せて構築します。 

1.公共交通ネットワークの維持・確保に係る施策 

①幹線軸（ＪＲ・民間バス路線）のサービスの維持 
②幹線軸を強化するネットワークの新設（準幹線） 
③幹線軸を補完するネットワークの見直し（支線） 
④地域連携エリアにおける移動手段の確保と支援 

→タクシーを活用した移動支援 

目標Ⅰ.公共交通利用者の増加 

⇒ 指標：鉄道駅別利用者、路線バス利用者数、ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ収支率 

目標Ⅲ.公共交通に対する安心感の確保 

（2）利用者目線によるわかりやすい情報を提供する施策 

⑧公共交通の利便性向上と周知を促す情報の提供 
→乗り継ぎ拠点における総合案内板の設置 

→バス停案内表示の充実 

→公共交通案内マップの作成・配布 

→時刻表の改正・配布 

→ホームページ及びＳＮＳの開設・活用 

⑨わかりやすいバス系統及び車両の表示 
⑩わかりやすい乗り継ぎ情報の提供 
⑪免許返納者に対する優遇措置の普及促進 
 ⇒ 指標：公共交通の利便性に関する満足度の評価割合 

（3）地域づくりと一体となった公共交通利用への意識を 
醸成する施策 

⑫企業と一体となった取り組みの実施 
→車内広告や駅・バス停のネーミングライツ等の実施 

⑬地域やコミュニティと一体となった取り組みの実施 

→コミュニティバスの利用促進に向けた沿線住民と行政の共働 

※地域や自治会が主体となった新たな事業主体による運行の 

導入検討 

→利用状況やニーズを踏まえた路線の見直し 

目標Ⅳ.公共交通利用への意識の醸成 

⇒ 指標：地域コミュニティとの共働に取り組む地域数 

（1）公共交通の利用促進を誘導する施策 

⑤主要な停留所における乗り継ぎ・待合環境の改善 
⑥乗り継ぎ運行ダイヤの調整 
⑦乗り継ぎ割引運賃や企画切符の導入検討 

目標Ⅱ.乗り継ぎ・待合い環境の改善による利便性の向上 

⇒ 指標：（主要な停留所）バス待ち改善箇所数 

基本方針⑤：多様な主体の連携による持続可能

な体制や仕組みの構築 

基本方針③：観光資源との連携による交流人口

の拡大 
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４-２．計画目標の数値指標 

計画の達成状況を評価するための指標を、以下のとおり設定します。 

▼評価指標の定義と現況値・目標値 

計画目標 
上段：指標の定義 

現況値 目標値 
下段：目標値設定の考え方 

目標Ⅰ 

公共交通 

利用者の 

増加 

◆Ⅰ-①：公共交通手段別の年間乗降客数 

◇Ⅰ-①-Ａ：鉄道（幹線）の駅別日利用者数 

⇒鉄道の駅別一日あたりの利用者数の総和 

◇Ⅰ-①-Ｂ：路線バス（幹線）の路線別日利用者数 

⇒路線バスの路線別一日あたりの利用者数 

◇Ⅰ-①-Ｃ：ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ(準幹線・支線）の路線別日利用者数 

⇒ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの路線別一日あたりの利用者の総和 

鉄道 

11,151 人/日 

路線ﾊﾞｽ 

西鉄 7,015 人/日 

(うち津屋崎～鐘崎線

(全体)1,660 人/日) 

JR   777 人/日 

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ 

      353 人/日 

現状のサービス

を維持しつつ、利

用者数を増加す

る 

・現在の各公共交通機関のサービスを維持させていくこと

を目指すものとして設定 

◆Ⅰ-②：幹線補助路線の収支率 

⇒幹線補助の対象である津屋崎～鐘崎線の収支率 

収支率 54.6％ 

【公的負担額】 

国:11,722,000:円 

県:11,566,000 円 

市:1,574,000 円 

収支率が現況値

を上回る ・地域公共交通確保維持事業を活用しつつ、幹線としてサ

ービスの維持を目指すものとして設定 

◆Ⅰ-③：コミュニティバスの収支比率 

⇒コミュニティバスの路線別及び平均収支率 

周回線:16.8％ 

津屋崎線:19.0％ 

上西郷線:9.1％ 

勝浦線:28.4％ 

東福間･若木台線:24.0％ 

平均：19.8％ 

収支率が最低の

路線が、現状の平

均収支率

（19.8％）を上

回る 

・住民ニーズを十分に反映したルート設定や利用促進施策

を展開する中で、一人でも多く利用することを目指すも

のとして設定 

目標Ⅱ 

乗り継ぎ・ 

待合環境の 

改善による 

利便性向上 

◆Ⅱ：主要な停留所におけるバス待ち改善箇所数 

⇒主要停留所での乗り継ぎ・待合環境の改善個所数 

－ 5 箇所 ・乗り継ぎ・待合環境の改善により、利用者の負担軽減や

利便性が向上することで、利用者数の増加を目指すもの

として設定 

目標Ⅲ 

公共交通に 

対する安心 

感の確保 

◆Ⅲ：公共交通の利便性に関する満足度評価割合 

⇒市民意識調査において、地域での暮らしで困って

いることについての設問のうち、「買物や通院の

日常交通の便利さ」に対する回答結果の割合 

市平均 36.6％ 

8 つの郷づくりで

｢満足｣｢やや満足｣

の割合 

全ての地域にお

いて満足度が市

平均（36.6％）

以上となる 
・市民の公共交通の利便性向上を目指すものとして設定 

目標Ⅳ 

公共交通  

利用への 

意識の醸成 

◆Ⅳ-①：市民との意見交換会の実施地域・回数 

⇒郷づくり地域を単位とした意見交換会の回数 
０回 

郷づくりの 8 地

域を対象に、各地

域 1 回の計 8 回 
・市民との意見交換会や話し合いの場を設けることで、公

共交通への理解と利用促進を目指すものとして設定 

◆Ⅳ-②：地域コミュニティとの共働を取り組む地域数 

⇒行政と地域コミュニティが共働しつつ、地域や自

治会が主体となり利用促進に向けた取り組みを

協議・実践する地域数 
０地域 

協議・実践する地

域を３地域 

・市民の積極的な参加による、公共交通の利用促進及び利

便性向上を目指すものとして設定 
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４-３．目標達成のために行う事業・事業主体・実施時期 

 

 

 

（１）公共交通ネットワークの維持・確保に係る施策（目標Ⅰ） 

福津市が目指すまちづくりの実現に向け、公共交通ネットワークを維持・確保するためには、事

業者が利用者のニーズや需要に対応するサービスの提供を行うとともに、利用者である市民の積極

的な公共交通の利用が求められます。 

そのためには、地域・コミュニティと行政、交通事業者の共働の下で、持続可能な公共交通ネッ

トワークの構築に向けて、検討・計画・実施・検証・改善を繰り返し実践していくことが、重要で

す。 

 

（２）公共交通の利用促進に係る施策（目標Ⅱ～Ⅳ） 

福津市が目指すまちづくりの実現に向け、公共交通ネットワークを維持・活性化するためには、  

誰もがわかりやすく、安全に利用しやすい、また利用したくなる環境を整備することが必要です。 

そのためには、地域と行政、交通事業者の共働の下で、さまざまな利用促進施策を検討、計画、

実施、検証、改善を繰り返して実践していくことが求められます。 

そして、これらの施策の展開にあたっては、個々の施策が連動して実行される中で、利用者であ

る市民一人ひとりの意識の変革、さらには交通行動の変容を促す取り組み（モビリティ・マネジメ

ント）もあわせて実践していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本計画の目標を達成するために実施する個別事業の取り組み内容と実施主体、ならびに実施

予定時期について、施策ごとに以下に整理します。 
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■各施策の実施主体と実施時期 

目標 施策名 取り組み内容 実施主体 

実施時期 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

(R1) (R2) (R3) (R4) (R5) (R6) (R7) 

目
標Ⅰ

 

公
共
交
通
利
用
者
の
増
加 

①幹線軸（JR/民間

バス路線）のサー

ビスの維持 

1）需要に応じた運行本数の確保 交通事業者       

  

    

 

2）施設・車両のバリアフリー化 
行政 

交通事業者 
            

 

②幹線軸を強化す

るネットワーク

の新設（準幹線） 

3）拠点間の移動や観光振興への対応

を考慮した幹線的な役割を担う

バス路線の新設 

行政 

交通事業者 

  
        

  

 

③幹線軸を補完す

るネットワーク

の見直し（支線） 

4）利用ニーズや公共交通空白地域へ

の対応を考慮したコミュニティ

バス路線の見直し 

行政 
  

  
  

      

 

5）路線の見直し・改善の仕組みの構

築 

行政 

交通事業者 

市民 

  
  

  
      

 

④地域連携エリア

における移動手

段の確保と支援 

6）タクシーを活用した移動支援 行政 
  

  
  

      

 

目
標Ⅱ

 

乗
り
継
ぎ
・
待
合
い
環
境
の
改
善
に
よ
る
利
便
性
の
向
上 

⑤主要な停留所に

おける乗り継

ぎ・待合環境の改

善 

7）乗り継ぎ拠点等における乗り継

ぎ・待合環境の改善 

行政 

交通事業者 

企業・商店等 

  

  

  

      

 

8）各停留所における待合・乗降環境

の改善 

行政 

交通事業者 

企業・商店等 

  
  

    
  

  

 

⑥乗り継ぎ運行ダ

イヤの調整 

9）主要な乗り継ぎ拠点(駅やバス停)

での運行ダイヤの時間調整 

行政 

交通事業者 
      

  
    

 

⑦乗り継ぎ割引運

賃や企画切符の

導入検討･調整 

10）回数券･定期券の充実（コミュニ

ティバス） 

行政 

交通事業者 

  
          

 

11）乗り継ぎ割引制度 
行政 

交通事業者 
  

  
      

  

 

12）乗車特典制度の拡充 

行政 

交通事業者 

企業・商店等 

    
  

      

 

 

 

 

目標 施策名 取り組み内容 実施主体 

実施時期 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

(R1) (R2) (R3) (R4) (R5) (R6) (R7) 

目
標Ⅲ

 

公
共
交
通
に
対
す
る
安
心
感
の
確
保 

⑧公共交通の利便

性向上と周知を

促す情報の提供 

13）乗り継ぎ拠点における総合案内

板の設置 
行政 

      

 

      

14）バス停案内表示の充実 行政 
      

 

      

15）公共交通案内マップの作成・配

布 
行政   

  
  

 
  

    

16）時刻表の改正・配布 行政   
  

  

 

  
    

17）ホームページ及び SNSの開設・

充実 

行政 

交通事業者 

      

 

      

⑨わかりやすいバ

ス系統及び車両

の表示 

18）わかりやすい系統名・バス停名

の設定 

行政 

交通事業者 
  

  

  

 

      

19）バス車両、バス停等への系統表

示 

行政 

交通事業者 
  

  
  

 

      

⑩わかりやすい乗

り継ぎ情報の提

供 

20）乗り継ぎ拠点におけるわかりや

すい乗り継ぎ情報の表示 
行政 

  
    

 

      

⑪免許返納者に対

する優遇措置の

普及促進 

21）免許返納者に対する環境整備の

推進 
行政       

 

      

目
標Ⅳ

 

公
共
交
通
利
用
へ
の

意
識
の
醸
成 

⑫企業と一体とな

った取り組みの

実施 

22）車内広告や駅･バス停のネーミン

グライツ等企業と一体となった

取り組みの実施 

行政 

交通事業者 

企業 

  
    

 

  
  

  

⑬地域やコミュニ

ティと一体とな

った取り組みの

実施 

23）コミュニティバスの利用促進に

向けた地域･コミュニティと行

政の共働 

行政 

地域コミュ

ニティ 

    
  

 

      

 

 

順次実施 

順次実施 

順次実施 

企画 調整 実施 
実施・継続 

順次実施 

導入検討 

検討・調整 実施 

順次実施 

計画 実施準備・調整 実施 

実施 

導入検討 調整 

企画 

実施 

検討･調整 

実施準備・調整 

実施 

計画 

計画 実施準備・調整 実施 企画 

実施 

導入検討 

調整 

順次実施 

計画 実施準備・調整 

調整 

実施 

実施 

作成 

作成 

配布 

配布 

企画・調整 施行実施 

計画 協議・調整 施行実施 
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５．計画達成状況の評価 

５-１．施策のマネジメント体制 

福津市における地域公共交通をマネジメント（管理）する主体は、「福津市地域交通体系協議会」です。 

マネジメントにおいては、行政と市民、地域コミュニティがともに公共交通に対する意識を共有化し、

単に評価するにとどまらず、持続可能な地域公共交通網の構築に向け官民共働のもと取り組むことを目的

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民 
地域･ｺﾐｭ

ﾆﾃｨ 

交通 
事業者 

行 政 

●公共交通のあり方を自ら主体的に検討・実践 

●地域公共交通を支える持続的な取り組み 

●地域公共交通の担い手として積極的に公共交通を利用 

●地域が主体となった公共交通サービスの提供 

●協力体制づくり 

●市民等に対する積極的な働きかけ 

●公共交通施策の実施 

●公共交通サービス提供の支援 等 

●利用者ニーズを踏まえた 

交通サービス・情報の提供 

●地域公共交通のあり方の検討へ 

の積極的な参加や連携・協力 

連携・共働 

▲福津市における地域公共交通推進体制 
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５-２．計画達成状況の評価の基本的考え方 

福津市における公共交通ネットワークの評価は、以下の手順で実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 対象期間 概 要 

大きな 

ＰＤＣＡサイクル 
計画期間 

対象期間全体を通した事業の実施状況や数値目標の 

達成状況、事業実施による効果、残された課題などを整

理・分析し、次期計画に反映させます。 

小さな 

ＰＤＣＡサイクル 
毎年 

事業の実施状況などを整理するとともに、利用状況な

どを継続的にモニタリングし、事業内容の修正やスケジ

ュールの見直しを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 公共交通ネットワークの評価及び検証、改善策の検討は、福津市地域交通体系協

議会における協議によって行います。 

 公共交通ネットワークの評価は、「路線単位での評価」を基本として目標の達成 

状況を評価・検証します。 

 目標を達成できていない場合は、その原因を調査・分析し、改善策を検討する PDCA

サイクル（計画⇒実行⇒評価⇒改善）により実施します。（下図に示す“小さな PDCA

サイクル”を実践） 

⇒ 路線単位の評価は、原則１年間の運行を経て評価基準に基づいて、毎年実施

します。 

⇒  ネットワーク全体での評価は、計画の目標年度において個別のバス路線がネ

ットワークとして機能しているか総合的に評価・検証し、次期計画に   見

直しを反映させます。 

▼ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善 

▼ＰＤＣＡサイクルの構築イメージ 
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５-３．評価・検証のスケジュール 

各指標の評価・検証は、以下のスケジュールと取得方法で実施します。 

 

 

数値指標 実施時期 データ取得方法 

鉄道駅別年間乗客数 年１回 
交通事業者より 

データ提供 

路線バスの年間利用者数 年１回 
交通事業者より 

データ提供 

コミュニティバスの年間利用者数 年１回 
交通事業者より 

データ提供 

幹線補助路線の収支 年１回 
交通事業者より 

データ提供 

コミュニティバスの路線別収支 年１回 行政からの報告 

主要な停留所でのバス待ち改善箇所

数 

施策の実施状況に 

応じて、適宜実施 

事業主体への 

ヒアリングにて把握 

公共交通の利便性に関する満足度評

価割合 
令和７年度 

行政によるアンケート

調査による把握 

地域コミュニティとの共働を取り組

む地域（団体）数 

施策の実施状況に 

応じて、適宜実施 
行政からの報告 

 

▼各指標の評価・検証の実施時期とデータ取得方法 


